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研究要旨

本研究は、個人事業者等が自らの職業性ストレスを適切に把握・対処できる環境整備を目

的に、個人事業者等向けの職業性ストレス簡易調査票および評価基準、さらにセルフケア

等の支援ツールの開発を目指すものである。企業に雇用される労働者向けには既にストレ

スチェック制度が整備されているが、個人事業者等については未整備であり、特有の多様

な業務形態や労働環境に応じた対応が急務となっている。そこで、本研究では①多様な働

き方を踏まえた個人事業者等向けの職業性ストレス簡易調査票の開発、②高ストレス者の

評価方法・基準の策定、③ストレスチェック結果を活用したセルフケアツール（メンタル

ヘルスアクションチェックリスト等）の開発を目的とした。初年度である令和 6年度は、

関連団体からの情報収集、20名程度の個人事業者へのヒアリング、文献レビューを行い、

業務改善に資する好事例を約 230件収集した。また、ITフリーランス、メディア・クリエ

イティブ系、芸能関係、運送業、建設業の 5業種を重点対象とし、各業種の特性を反映し

たストレス要因を明確化した。さらに、個人事業者等向けの職業性ストレス簡易調査票の

暫定版を用いたインターネット調査を実施し、信頼性や適合度を検証、今後の改訂に向け

た課題も整理した。今後は、ツールの実用化や有効性検証を通じ、個人事業者等が主体的

にメンタルヘルスケアに取り組むための支援体制整備を進める。
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Ａ．研究目的

近年、個人事業者等の多様な働き方が注

目される中で、企業に所属する労働者とは

異なり、個人事業者等が自らのメンタルヘ

ルスに関する課題に十分に対応できていな

い現状が指摘されている。個人事業者等は、

自ら業務の遂行や管理、労働環境の調整を

行う一方で、相談相手が限られやすく、精神

的負担を自覚しづらい構造的な問題を抱え

ている。このような背景から、個人事業者等

が自らのストレス状況を把握し、適切な対

処を講じることができる仕組みの整備が求
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められている。

これまで、企業に雇用される労働者を対

象としたストレスチェック制度は一定の効

果をあげてきたが、個人事業者等を対象と

した職業性ストレスの評価指標や支援ツー

ルは不十分である。個人事業者等の業務内

容や環境は多様であり、これに対応した調

査票や対処行動の支援ツールの開発が急務

となっている。

本研究は、個人事業者等が自らの精神的

健康の保持増進を図るため、ストレスチェ

ックを受け、その結果を有効に活用できる

環境を整備することを目的とする。そのた

めに以下の具体的な目標を掲げる。

第一に、個人事業者等の多様な業務や労

働環境を考慮し、職業性ストレスモデル（仕

事の要求度・コントロールモデル等）に基づ

いた、個人事業者等向けの職業性ストレス

簡易調査票の開発を行う。

第二に、得られた健康アウトカムデータ

に基づき、同調査票を用いた高ストレス者

の評価方法及び評価基準を策定する。

第三に、個人事業者等がストレスチェッ

クの結果をもとに、自らの業務改善やスト

レス対処に活用できるツール（メンタルヘ

ルスアクションチェックリスト等）を開発

し、その有用性を検証する。

これらにより、個人事業者等が主体的に

メンタルヘルス不調の予防や、メンタルヘ

ルスの保持増進を実践できる環境づくりに

貢献することを目指す。

研究計画 1 年目である本年度（令和 6 年

度）は、個人事業者等のストレス対策のあり

方（枠組み）について関連団体からの情報収

集や、個人事業者等 20 名程度に対するヒア

リング調査、先行研究のレビューやホーム

ページ等での検索による情報収集を行った

（江口）。個人事業者等向け業務改善支援に

資する働きやすい職場環境づくりに役立っ

た好事例(以下「好事例」という。）を個人事

業者等から 200事例目標に収集した（吉川）。

自動化システムの開発の基礎的検討（利用

する属性やアルゴリズム）を行った（渡辺）。

ストレスマネジメント手法の文献レビュー

により個人事業者等の特徴を踏まえたセル

フケアの手法を調査した（関屋）。こころの

耳に掲載の個人事業者等向け職業性ストレ

ス簡易調査票（暫定版）を参考に、個人事業

者等のストレス要因の系統的レビューおよ

び代表的な業種の個人事業者等（計 20名程

度）からのヒアリングにより、調査票の項目

案を作成した（今村）。個人事業者等の職業

性ストレスについてのその評価の適切や課

題を明らかにするために、個人事業者等約

1000名に対してインターネット調査を実施

した（川上）。

Ｂ．研究方法

１）枠組み整理、マニュアル・パンフレット

作成（江口）

対象業種と定義の検討、当事者へのヒア

リングの実施、既存文献のレビューを行っ

た。研究班会議には、一般社団法人プロフェ

ッショナル＆パラレルキャリア・フリーラン

ス協会、一般社団法人日本芸能従事者協会

からも参加をいただき、研究班の活動に対

して意見交換を行った。

２）メンタルヘルスアクションチェックリ

スト作成（吉川）、同自動化システム開発（渡

辺）

質的記述的研究デザインを採用し、2024

年 11 月～2025 年 2 月にデータ収集を行っ

た。対象は日本国内の 20歳以上の個人事業

者で、5業種（ITフリーランス、メディア・

クリエイティブ系、芸能、運送、建設）に分

類し、当事者団体を通じてネットワーク標

本抽出法によりリクルートした。無記名自

記式質問紙（Googleフォームズまたは郵送）

により、基本属性と「安全・健康に働き続け

るための工夫や取組」を調査した。収集デー

タは質的記述的手法で分析し、好事例を整

理した。

班会議における議論において、本研究班

で扱う個人事業者等の重点業種を決定した。

その後、アクション提案システムのモック

アップとなる Webサイトを作成した。

３）個人事業者等向けセルフケアを実践す

るためのリーフレット作成（関屋）

個人事業者等のストレス状況について、

PsycInfoと PsycArticles の２つの文献デ

ータベースを使用し、検索キーワードを

「 "freelance" OR "independent 

contractor" OR "self-employ" OR "sole 

proprietor" "contractor" OR 

"consultant" OR "entrepreneur" OR "gig 

worker"」AND「“stress” OR “stress 
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coping” OR “self care”」として、調査

を実施した。 

４）個人事業者等向け職業性ストレス簡易

調査票の開発（今村） 

個人事業者等のストレス要因およびその

評価方法に関する既存研究の文献レビュー

に対して、ナラティブレビューおよびナラ

ティブメタレビューを行った。個人事業者

等を対象とした仕事のストレス要因に関す

るヒアリング調査およびインターネット調

査に対して、個人事業者等における代表的

な業種として、芸能関係、メディア・クリエ

イティブ系、ITフリーランス、運送業、建

設業の５業種に従事する労働者を対象に仕

事のストレス要因に関するヒアリング調査

を実施した。個人事業者等を対象とした仕

事のストレス要因およびストレス反応に関

する量的データの解析に対して、主なフリ

ーランス業務５業種に従事する労働者を対

象にインターネット調査会社を用いた横断

調査を実施した。 

５）高ストレス者の評価方法及び評価基準

の作成（川上） 

芸能関係作業従事者、メディア・クリエイ

ティブ系作業従事者、ITフリーランス、運

送業（宅配サービスを含む）、建設業に従事

する５業種を選択し、インターネット調査

会社に委託して横断調査を実施した。 

 

(倫理面への配慮) 

本研究の実施に当たっては、産業医科大

学倫理委員会（ID24-007）、日本赤十字看護

大学研究倫理審査委員会（2024-041）、東京

大学大学院医学系研究科・医学部倫理審査

委員会（2024358NI）から承認を得て実施し

た。 

 

Ｃ．研究結果 

１）枠組み整理、マニュアル・パンフレット

作成（江口） 

対象業種は、芸能関係作業従事者．メディ

ア・クリエイティブ系作業従事者、ITフリ

ーランス、運送業、建設業、とした。定義を

作成した。定義の詳細は、分担研究報告書を

参照いただきたい。 

ヒアリング結果から個人事業者等のメン

タルヘルスに影響を与える主な課題につい

てまとめた。詳細については、分担研究報告

書を参照いただきたい。 

個人事業者等は、自由な働き方の一方で、

労働者性の程度、自己管理による長時間労

働、経済的不安など独自のストレス要因を

抱えている。本研究では、個人事業者等の労

働環境とメンタルヘルスへの影響を整理し、

労働時間や健康、経済面での具体的なセル

フケアや支援策を提案した。特に、労働時間

の可視化やオン・オフの切り替え、ネットワ

ーク形成による相談機会の確保、経済的不

安への備えが重要な対策として示された。 

２）メンタルヘルスアクションチェックリ

スト作成（吉川）、同自動化システム開発（渡

辺） 

分析の結果、230事例が収集され、内容は

以下の 7 つの領域に分類された。（1）業務

の効率化、（2）労働時間・休息の確保、（3）

安全な作業環境の整備、（4）情報共有・コミ

ュニケーション促進、（5）スキルアップ、（6）

健康管理（セルフケア）、（7）メンタルヘル

ス・ストレス管理である。さらに、業種ごと

の特徴も明らかとなった。ITフリーランス

はリモート環境やタスク管理の工夫、メデ

ィア・クリエイティブ系は長時間労働の調

整や制作環境の工夫、芸能従事者は体調管

理や契約確認、運送業は疲労対策や配送ル

ート最適化、建設業は安全装備の徹底や作

業環境の改善が特徴的であった。 

班会議において、本研究班が重点的に取

り組む業種を、1) 芸能関係作業従事者、2) 

メディア・クリエイティブ系作業従事者、3) 

ITフリーランス、4) 運送業、5) 建設業の

5業種とすることを決定した。これを踏まえ、

上記 5 業種の個人事業者等を対象とした

Web サイトのモックアップを作成した（図

1）。また、アクション提案システムは、個人

事業者等向け職業性ストレス簡易調査票の

回答を前提とし、重点業種別の調査票ペー

ジおよび回答結果に応じた結果ページを表

示する構成とした。 

３）個人事業者等向けセルフケアを実践す

るためのリーフレット作成（関屋） 

文献検索の結果、253件の中から個人事業

者等のストレスに関連する 18 文献を抽出

し、そのうちコーピングに関する 3 文献を

整理した。Sariraei（2022）は 12種類のコ

ーピングを類型化し、Hafeez（2023）はギグ

ワーカーにおいて接近型・回避型コーピン
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グとストレスの関連を報告した。Schonfeld

（2015）は自営業者が主に問題焦点型対処

を用いる傾向を示し、収入不安や業績低迷

などが主なストレス要因であることを明ら

かにした。 

４）個人事業者等向け職業性ストレス簡易

調査票の開発（今村） 

 個人事業者等のストレス要因およびその

評価方法に関する既存研究の文献レビュー

に対して、個人事業者等の主な仕事のスト

レス要因として、経済的問題や社会保障の

問題に加え、長時間労働および仕事の自律

性が低いことに伴うワーク・ライフ・バラン

スの不均衡、自営業の随意性（自営業を自ら

選んだか）、社会的支援の程度（自営業であ

るために同僚等とのつながりを失うことに

よる孤独感）、デジタルプラットフォームの

管理メカニズムが与える影響、などが整理

された。個人事業者等を対象とした仕事の

ストレス要因に関するヒアリング調査およ

びインターネット調査に対して、仕事の量・

質的負担、仕事上の人間関係、仕事や経済的

な不安定さ、等の意見が収集された。個人事

業者等を対象とした仕事のストレス要因お

よびストレス反応に関する量的データの解

析に対して、個人事業者等の方向けストレ

スチェック調査票（暫定版）の多くのストレ

ス要因とアウトカム変数との間に有意な相

関がみられ、主なフリーランス業務ごとに

より強く関連するストレス要因およびフリ

ーランス特有の仕事のストレス要因が異な

る可能性が示された。 

５）高ストレス者の評価方法及び評価基準

の作成（川上） 

合計 1,000 名から回答を得たが、芸能関

係、運送業、建設業では目標数に未達だっ

た。芸能関係、メディア・クリエイティブ、

ITフリーランスでは若年層が多く、建設業

は高齢者が多かった。信頼性分析では、心理

的負担（量・質）やコントロール度で一部業

種において信頼性係数が 0.7 未満となり、

特定項目除外での改善がみられた。対人関

係ストレス尺度は、項目除外後に各業種で

0.75以上に向上した。尺度全体は心理的・

身体的ストレス反応、ソーシャルサポート

の信頼性が概ね良好だった。調査票の適合

度については、「よく合っている」「まあまあ

合っている」が多数を占めたが、建設業では

「どちらともいえない」が最多だった。不適

合の理由は、調査票の一般性、業務の特殊

性、関係者不在、未反映のストレスなどが挙

げられた。 

 

Ｄ．考察 

１）枠組み整理、マニュアル・パンフレット

作成（江口） 

関係者へのヒアリングや先行研究をもと

に、専門業者と協力し個人事業者等向けの

メンタルヘルス支援ワークブック案を作成

し、専門家の意見を踏まえて改善を重ねた。

当事者からは、経済的不安や労働時間管理、

人間関係の不安定さ、業務負担、評価ストレ

ス、労災リスクなどが主な課題として挙げ

られ、これらに対する具体的な対策も示さ

れた。特に個人事業者等は「命を懸ける」な

どの強い職業的アイデンティティを持つ者

が多く、その姿勢は従来のメンタルヘルス

対策と相反する面もあるため、成果物の作

成時には留意が必要である。先行研究でも、

個人事業者等は自由な働き方の一方で、メ

ンタルヘルスリスクが高いことが指摘され

ており、自己管理の強化と社会的支援の整

備が重要である。本研究は、支援ツールの開

発と検証を通じ、持続可能な働き方の支援

を目指している。 

２）メンタルヘルスアクションチェックリ

スト作成（吉川）、同自動化システム開発（渡

辺） 

 本研究では、個人事業者が安全・健康に働

き続けるための好事例を収集・分析し、自己

管理を基本とする 7 つの領域を抽出した。

共通する対策には、業務の効率化、労働時間

管理、安全対策、健康管理、メンタルヘルス

対策が挙げられた。業種ごとの違いも明確

となり、IT系やクリエイティブ系では効率

化やストレス対策、建設業や運送業では身

体的リスク回避や安全対策が重視されてい

た。また、制度的支援の乏しさから、個人事

業者は自ら環境を整える工夫を行っていた。

これらの知見は、個人事業者向けアクショ

ンチェックリストの開発に活用され、今後

は多様な業種や専門家の意見を反映し、よ

り実践的で汎用性の高いツールの設計が求

められる。さらに、好事例の有効性を検証す

るための定量的な研究も今後の課題である。 

 本分担研究では、他の分担研究と並行し
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て、次年度以降に本格的に作成されるアク

ション提案システムの枠組み検討を行った。

重点的に取り扱う 5 業種ごとのシステムと

したことで、各業種に特異的なストレス要

因、あるいはアクションを取り扱うことが

できる。次年度以降は、令和 6 年度に他の

分担研究班で収集されたデータをもとに、

具体的なアルゴリズムの開発を行うことが

できると考えられる。 

３）個人事業者等向けセルフケアを実践す

るためのリーフレット作成（関屋） 

文献数は限られるものの、個人事業者等

のストレスに関する研究は一定数確認され

た。彼ら/彼女らが直面するストレッサーに

は、業績不振、事業継続への脅威、理不尽な

顧客対応、健康問題など、生活や事業の安定

に直結する要因が多く含まれていた。これ

らの特徴から、個人事業者等は情動焦点型

よりも、まずは状況の改善を目指す問題焦

点型のコーピングを多用する傾向がみられ

た。一方で、セルフケアの観点からは、問題

解決と並行して、気晴らしなど情動焦点型

のコーピングも併用することが、ストレス

反応の低減に効果的であるとされる

（Shimazu & Schaufeli, 2007）。したがっ

て、個人事業者向けのセルフケア用リーフ

レット作成にあたっては、両方のコーピン

グ方法をバランスよく推奨することが望ま

しい。 

４）個人事業者等向け職業性ストレス簡易

調査票の開発（今村） 

本研究では、個人事業者等向けの職業性

ストレス簡易調査票の開発に向け、文献レ

ビュー、インタビュー、自由記載アンケー

ト、インターネット調査による情報収集と

データ解析を行った。文献およびインタビ

ュー調査から、経済的不安、社会保障の不

足、長時間労働、ワーク・ライフ・バランス

の不均衡、孤立感、プラットフォームの管理

影響などが共通のストレス要因として抽出

された。さらに、業種別（芸能、IT、建設等）

に特有のストレス要因が存在することも示

唆された。インターネット調査の結果、これ

らの要因は暫定版のストレスチェック票で

一定程度測定可能であるものの、業種に応

じた影響の違いも明らかとなった。今後は、

情緒的負担や成長機会、報酬、ハラスメン

ト、発注者との関係性などの項目を加える

ことで、より精度の高いストレスチェック

票の作成が期待される。 

５）高ストレス者の評価方法及び評価基準

の作成（川上） 

本研究では、芸能関係、メディア・クリエ

イティブ系、ITフリーランス、運送業、建

設業に従事する個人事業者等を対象にイン

ターネット調査を実施し、各業種 100 人以

上をリクルートした。ストレスチェック調

査票（57項目、暫定版）の信頼性分析では、

対人関係ストレス尺度の信頼性係数が全業

種で 0.6 未満と低かったが、項目 3を除外

すると 0.75以上に改善した。他の尺度では、

大きな修正は直ちに必要ないと判断された。

回答結果では、全体の半数以上が調査票を

「合っている」と評価したが、業種によりば

らつきがあり、特に芸能関係や建設業では

「どちらともいえない」「合っていない」と

する割合が比較的高かった。自由記載では、

関係者不在や業務の多様性が回答困難の要

因として挙げられ、今後は回答指示文の見

直しや、未測定のストレス要因（報酬の不十

分さ等）を追加する必要性が示唆された。 

 

Ｅ．結論 

 本研究は、個人事業者等向けの職業性ス

トレス簡易調査票と、その結果を活用した

支援ツールの開発を目的とする 3 年計画の

初年度として実施された。インタビューや

インターネット調査により、芸能関係、メデ

ィア・クリエイティブ系、ITフリーランス、

運送業、建設業の 5 業種に共通するストレ

ス要因（経済的不安、長時間労働、孤立感な

ど）や、業種特有の課題を明らかにした。さ

らに、好事例の収集・分析から、個人事業者

等が取り組むべき 7 つのセルフケア・安全

衛生活動領域を抽出し、今後の支援ツール

設計の基礎資料とした。個人事業者等向け

職業性ストレス簡易調査票（暫定版）の信頼

性検証も実施し、課題や改善点を整理する

ことができた。次年度は、これらの知見をも

とに、個人事業者等向け職業性ストレス簡

易調査票の改訂や、より実践的なアクショ

ンチェックリストの開発や、その自動化の

ためのシステムのアルゴリズム構築を進め

る。加えて、ツールの有効性検証や、個人事

業者等が実際に活用できる支援環境の整備
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に向けた取り組みを深化させ、個人事業者

等のメンタルヘルス対策に資する成果物の

作成を目指す。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当せず。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

該当せず。 
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